　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年９月１２日　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　務　連　絡
　各就労移行支援事業所　御中
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山市保健福祉局事業者指導課
　　　　　　　　　　　　　　　　

就労移行支援サービス費の取り扱いについて
（一般就労への移行実績のない事業所の評価の適正化について）
就労移行支援の本来の目的である一般就労への移行実績がない事業所が数多く存在するという実態を踏まえ、改善を促す観点から、一定の見直しが行われます。

記
　
【一般就労への移行実績がない事業所の評価の見直しについて（平成24年10月1日施行）】
　

　　就労定着者数が
・過去３年間ゼロの場合　　　 所定単位数の100分の85を算定【H25.3月分まで】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1割5分減算となる）
・過去４年間ゼロの場合　     所定単位数の100分の70を算定【H25.3月分まで】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3割減算となる）

　※H25年4月分以降については、改めて就労定着者数により、見直すことになります。
（注1）「就労定着者」の考え方は、「就労移行支援体制加算」における就労移行の考え

方と同じです。　⇒　【指定就労移行支援事業所における就労移行支援を受けたあと、就労した企業等に連続して6月以上雇用されている者（就労継続支援Ａ型事業所へ移行した者も含みます。ただし、同法人内での移行の場合は認められません。）】
（注2）「過去3年間」「過去4年間」とは、就労移行支援のあった日の属する年度の直近の過去3年度又は過去4年度をいいます。（年度→4月1日～翌年3月31日までを指す）
なお、年度途中に指定を受けた場合は、その年度は就労定着者数をカウントする対象年度に含まれません。例えば、Ｈ24.5.1に事業所指定を受けた場合、H24年度は算定対象とせず、H25～H27年度までの3年間において定着者数が０（ゼロ）である場合、H28年度から減算の適用を受けることになります。
従って、このたび対象となるのは、H21.4.1以前に指定を受けた事業所で、就労定着者数をカウントする対象期間はH20.4.1～H24.3.31までの4年間、あるいはH21.4.1～H24.3.31までの3年間となります。
【体制届等の提出について】・・提出期限：9月28日（金）必着
上記要件に該当する事業所は、次の書類を岡山市保健福祉局事業者指導課へ提出してください。

（１）介護給付費及び訓練等給付費の額の算定に係る体制等に関する体制届（様式第２号）
（２）介護給付費及び訓練等給費費の額の算定に係る体制状況等一覧表（該当箇所に○及び年月日を記載してください。）
　　

問い合わせ先：岡山市保健福祉局事業者指導課
〒700-0913岡山市北区大供3丁目1－18　KSB会館4階
電話：０８６－２１２－１０１５（直通）
